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第8章 国際機関及び国際協力

第1節 国 際 機 関

1概 況

通信はその本来的性質か らみて世界的なものであ り,世 界を通信で結ぶた

めには,ま ず第一に国際間に統一された合意を必要とする。そのため郵便及

び電気通信に関する国際協力を維持,増 進するための政府間国際機関である

万国郵便連合(UPU)及 び国際電気通信連合(ITU)は,他 の国際機関

に先駆けて早 くから設立され,既 に100年 を超える歴史を有 し,ま た,加 盟

国数においても150か 国を超す大きな組織 となっている。

一方,通 信衛星を利用して国際通信を行 うための国際組織である国際電気

通信衛星機構(イ ンテルサ ット)も 既に16年 を経過 し,そ のメンバも106か

国とな り,大 容量 ・高品質のシステムを安定的に提供 して衛星通信を日常的

なものとしている。その成功を背景として,衛 星通信により海事通信の改善

を目指 して,1979年7月16日 に発足した国際海事衛星機構(イ ンマルサ ット)

は,1982年2月1日 に予定されているシステムの運用開始に向けて着 々と準

備を進めつつある。

以上のほか,政 府間海事協議機関(IMCO)及 び国際民間航空機関(ICAO)

においても,通 信は常に主要な問題の一つ として取 り上げ られてお り,また,

最近では通信技術の飛躍的発展が経済,社 会及び文化に広く与える影響の重

要性を論点 として,国 際連合教育科学文化機関(UNESCO),経 済協力開発

機構(OECD)等 においても通信にかかわる問題が活発な議論の対象となっ

ている。
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(1)概 要

万国郵便連合(加 盟国163)は,創 設以来百年有余の歴史を有する国際連

合の専門機関の一つで,郵 便業務の効果的運営によって諸国民間の通信連絡

を増進 し,か つ,文 化,社 会及び経済の分野における国際協力の発展に寄与

することを目的 とする政府間国際機関である。

我が国は,1877年(明 治10年)以 来UPU加 盟国であ り,現 在,連 合の常

設機関である郵便研究諮問理事会の理事国として連合の活動において指導的

な役割を果たしている。

連合の最高意思決定機関としては,原 則として5年 に1回 開催 される大会

議があ り,連 合の条約類は,こ の大会議で検討,改 正される。我が国は,加

入が義務的である万国郵便連合憲章,万 国郵便連合一般規則及び万国郵便条

約並びに加入が任意である小包郵便物に関する約定等連合の条約の当事国で

ある。

連合の機関は,UPU憲 章及びUPU一 般規則に基づいて,第2-8-1

図のように構成されている。

連合の常設機関として,国 際事務局がスイスのベル ンに置かれ,連 合の日

常の活動を処理 している。この国際事務局には 日本人職員2名 が勤務 してい

る。

また,UPU憲 章に基づき,8の 限定連合が設立されてお り,我 が国は,

このうちアジア=オ セアニア郵便連合に加盟 している。

(2)第18回 万国郵便大会議で作成された条約類の実施

第18回 大会議は,1979年9月12日 から10月26日 までブラジルのリオ ・デ ・

ジヤネイロで142か 国が参加 して開催された。

主要な決定事項には,1981年 から1985年 までのUPU年 次経費の最高限度

額の決定,UPU年 次経費の前払制度への移行,執 行理事会及び郵便研究諮

問理事会の理事国の選出,連 合の通貨 制 度 へ のSDR(特 別引出権)の 導
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第2-8-1図 万 国郵便連合(UPU)の 構成

大 会 議
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(7)

入,価 格表記書状に関する約定の規定の万国郵便条約への統合,通 常郵便物

の料金の改定等がある。 この大会議で採択 された新条約類は,1981年7月1

日か ら施行された。

(3)執 行理事会(CE)

執行理事会は,大 会議から大会議までの間の連合の事業の継続を確保する

ことを任務 とし,連 合の年次予算等の審査,承 認を行 うほか,大 会議から付

託 された案件を研究 し,そ の結果を条約類の改正案等の形で次の大会議に提

出する。理事国は,大 会議ごとに選出され,年1回 連合の所在地 で 会 合 す

る。我が国は,1969年 か ら1979年 まで2期 理事国を務めたが三選禁止の規定

により,第18回 大会議では執行理事会の理事国選挙には立候補で き なか っ

た。同理事会の1981年 の年次会合は4月27日 か ら5月15日 まで開催され,我
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が国は郵便研究諮問理事会の委員会の議長国としてこれに出席 した。

(4)郵 便研究諮問理事会(CCEP)

郵便研究諮問理事会は,郵 便に関する技術上,業 務上,経 済上及び技術協

力上の諸問題につき研究を行い,意 見を表明することを任務 とし,1957年 に

創設された連合の常設機関であり,大 会議が選出した35の理事国で構成され

ている。我が国は,理 事会創設以来,理 事国を務めてお り,第18回 大会議に

おいては,理 事会の第3委 員会議長に選出された。

第3委 員会は,郵 便機械化,局 舎及び自動車輸送に関する問題を検討 して

お り,現 在これらに関する10の研究を進めている。我が国は,こ の委員会の

議長国として,次 期大会議(1984年 開催予定)ま での間委員会の 活 動 を 指

導,推 進 し,作 業の進ち ょく状況あるいは研究結果を理事会に報告すること

になっている。1980年 の理事会年次会合は,10月21日 か ら同月31日 までスイ

スのベルンにおいて開催された。

(5)ア ジア=オ セアニア郵便連合(AOPU)

アジア=オ セアニア郵便連合は,ア ジア及びオセアニア地域内における郵

便業務の改善及び郵便上の協力関係の緊密化を図るためにUPU憲 章に基づ

いて設立された限定郵便連合であり,現 在,域 内のUPU加 盟国中16か 国が

加盟 している。

我が国は,1968年 に加盟 し,以 来,特 に技術協力の面で積極的に貢献 して

お り,郵 便業務の面では,本 連合加盟国あて船便の書状及び郵便葉書の料金

につき,一 般の外国あての料金を40%引 き下げたものを適用 している。

この連合の最高機関は大会議であるが,第4回 大会議は,1981年3月 にイ

ンドネシアのジョグジャカルタで開催された。 主要な決定事項にはAOPU

の名称のAPPU(ア ジア=太 平洋郵便連合)へ の改称,連 合への加盟手続

の簡易化,連 合加盟国あての船便郵便物に適用される低減料金の範囲の明定

等がある。 この際に締結された条約は,1982年7月1日 から施行される。

また,こ の連合の事業の継続を確保することを任務とする執行理事会は,

すべての加盟国で構成 され,原 則として1年 に1回 会合することとされてい
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3国 際電気通信連合(ITU)

(1)概 要

ITU(加 盟国155か 国)は,国 際連合の専門機関の一つで,電 気通信の

分野において広い国際的責任を有する政府間国際機関であ り,1865年 に万国

電信連合として発足 した。

我が国は,1879年 にこれに加盟 して以来100年 間,連 合の活動に積極的に

参加 し,国 際協力の実現に貢献してきたが,特 に1959年 以降は,連 合の管理

理事会の理事国及び国際周波数登録委員会(IFRB)の 委員選出国として連合

の運営面においても主要な役割を果た している。また,連 合の本部職員とし

て我が国から5名(昭 和56年3月 末現在,IFRB委 員を含む。)が 派遣 され

ている。

(2)管 理理事会

管理理事会は,全 権委員会議によって委任された権限の範囲内で,全 権委

員会議の代理者 として行動 し,条 約,業 務規則,全 権委員会議及び連合の他

の会議 ・会合の決定の実務を容易にするための措置をとることを任務 として

いる。

第35回 会期管理理事会は,1980年5月12日 から5月30日 まで19日 間ジュネ

ーブにおいて開催され,連 合の会議 ・会合計画,1981年 度予算,人 事関係,

技術協力等の案件について審議 した。1981年 度予算に つ い て は,6,572万

8,000ス イス ・フランが承認され,こ のうち我が国は,271万4,000ス イス ・

フラン(約3億7,000万 円)を 分担することとなった。

なお,第35回 会期において,我 が国は議長に選出された。

(3)国 際無線通信諮問委員会(CCIR)

CCIRは,無 線通信に関する技術や運用の問題について研究 し,意 見を表

明することを任務とする国際電気通信連合の常設機関であって,1929年 に創

設され既に半世紀の歴史を持っている。
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第2-8-2図ITUの 組織
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侮 年会合)

事 務 総 局
(※事務総局長,※ 次長)

調 整 委 貝 会

事 務総局長を補佐す る機関,
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各種 研究委員会の会合
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〔 コ ・・設機関

国際周波数登録
委員会(IFRB)

周波数割当て,登録等を行 う
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プ ラ ン 委 員 会
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専門事務局

総 会
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現在の理事国(36)
メキ シコ,カ ナ ダ,米 薗,ブ ラジル,ア ルゼ ンテ ィン,ト リニ ダッ ド・トバ ≠

ヴェネ ズエ ラ,フ ランス,西 独,ス ペ イン,イ タ リア,英 国,ス イ ス,ス ウ

ェーデ ン,ル ーマ ニア,ポ ーラ ン ド,ハ ンガ リー,ソ 連,タ ンザニ ア,エ ジプ

ト,ア ル ジェ リア,モ ロ ッコ,カ メルー ン,セ ネガル,ナ イジェリア,ザ イー

ル,エ テ ィオピア,日 本,イ ン ド。 中国,オ ース トラ リア,サ ウデ ィ ・アラビ

ァ,レ バ ノン,タ イ,イ ラン,マ レイシア
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CCIRの 運営は,総 会及び研究委員会で行われる。

総会は,通 常3～4年 ごとに開催され,研 究委員会の研究の成果である報

告を審査 し,承 認するかどうかを決定する。

研究委員会は,現 在,全 部で13あ って(第2-8-3表 参照),総 会から

総会までの間に中間会議及び最終会議を開催 して研究問題を審議 し,報 告書

を作成する。

研究委員会の研究事項は,総 会で決定するほか,全 権委員会議,主 管庁会

議等により付託されることもある。

これ らの研究の成果として,総 会で採択された文書は,勧 告等のかたちで

発表され,無 線通信システムの設計及び実施のための世界的な技術的指針と

なるほか,各 種の無線通信主管庁会議の審議の技術的基礎 とな り,ま た,必

要な場合には,無 線通信規則の改正案として,無 線通信主管庁会議に提出さ

れる。

1980年度においては,研 究委員会の中間会議がスイスのジュネーブにおい

て,下 記のようにA,Bの2つ のブロック及び第8研 究委員会に分けて開催

された。

これらの会議では,1979年 に開催された無線通信規則及び追加無線通信規

則の全般的改正のための世界無線通信主管庁会議(WARC-79)の 結果,

CCIRに 付託された多 くの研究事項及び各国か ら提出された多 くの寄与文書

を基にして,1982年2月 に開催 される第15回 総会に提出する多 くの勧告案等

の審議が行われた。

ア.Aブ ロック

Aブ ロックの会議は,1980年6月2日 か ら7月8日 までの6週 間にわたっ

て開催された。このブロックは,第1(周 波数の有効利用,電 波監視),第

2(宇 宙研究及び電波天文業務),第5(非 電離媒質内伝搬),第6(電 離媒

質内伝搬),第7(標 準周波数及び報時信号業務),CMV(用 語)の 各研究

委員会で構成され,こ のほかに,中 間作業班(IWP)の 会合 も併せて行わ

れた。
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この会議には,主 管庁35,認 められた私企業22,国 際機関7,科 学工業団

体5及 び国連専門機関2か ら約350名 が出席 し,各 国から提出された寄与文

書351件(我 が国か らは37件)に ついて審議を行った。

審議項目の うち,主 要なものは次のとお りである。

① コンビ凸一タ利用による周波数の管理技術

② 静止衛星の位置保持技術

③ 宇宙研究業務の姿勢制御技術

④ 電波気象データ

⑤ 降雨及び他の大気粒子による減衰と散乱

⑥ 衛星による標準周波数及び時刻信号

イ.Bブ ロック

Bブ ロックは,1980年9月29日 か ら11月7日 までの7週 間にわたって開催

された。 このブロックは,第3(約30MHz以 下の周波数の固定業務),第4

(衛星利用の固定業務),第9(無 線中継 システムを用いる固定業務),第10

(放送業務(音 声)),第11(放 送業務(テ レビジョン)),CMTT(音 声及

びテレビジョン伝送)の 各研究委員会で構成され,こ のほかに,中 間作業班

(IWP)の 会合も併せて行われた。

この会議には,主 管庁36,認 められた私企業29,国 際機関5,科 学工業団

体13及 び国連専門機関1か ら約600名 が出席 し,各 国から提出された寄与文

書726件(我 が国か らは66件)に ついて審議を行った。

審議項 目のうち,主 要なものは次のとお りである。

① 固定衛星業務における標準擬似回線の稼動率

② 固定衛星業務における変調及び多元接続技術

③ デ ィジタル無線中継方式の回路品質目標

④ デ ィジタル無線中継方式の周波数配置

⑤ デ ィジタル無線中継方式の相互接続

⑥ テ レテキス トシステムの特性

⑦ ディジタル変調を用いるテレビ方式
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第2-8-3表 CCIRの 研究委員会

研究委員会 所 掌 事 務

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

CMTT

CMV

周波数有効利用,電 波監視

宇宙研究及び電波天文業務

約30MHz以 下 の周波数の固定業務

衛星利用の固定業務

非電離媒質内伝搬

電離媒質内伝搬

標準周波数及び報時信号業務

移動業務

無線中継 システムを用いる固定業務

放送業務(音 声)

放送業務(テ レビジ ョン)

音 声及びテレビジョン伝送

用語

⑧ 放送衛星フィーダリンクの技術特性と干渉

⑨ テレビ及び音声プログラムのディジタル伝送

ウ.第8研 究委員会

第8研 究委員会(移 動業務)の 中間会議は,1980年11月26日 から12月19日

までの3週 間にわたって開催された。

この会議には,主 管庁31,認 められた私企業13,国 際機関5,学 術工業団

体及び国連専門機関4か ら約200名 が出席 し,各 国か ら提出された寄与文書

194件(我 が国からは13件)に ついて審議を行った。

審議項 目のうち,主 要なものは次のとお りである。

①VHF/UHF自 動船舶電話

② 海上移動衛星業務における技術 ・運用特性

(4)国 際電信電話諮問委員会(CCITT)

CCITTは,電 信及び電話に関す る技術,運 用及び料金の問題について研

究 し,勧 告を作成することを任務とし,総 会及び総会が設ける研究委員会に

よって運営されている(第2-8-4表 参照)。
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CCITT研 究委員会,プ ラン委員会等一覧

SG1電 信及び※テレマティック・サ

Fビ ス(フ ァクシミリ,テ レテ

ックス,ビ デオテックス等)の

定義及び運用面

SGH電 話 の運用及びサービス品質

SG皿 一般料金原則

SGIV国 際回線及び回線鎖の伝送上の

保守並びに自動及び半自動網の

保守

SGV電 磁発生源からの干渉と危険に

対する防護

SGVIケ ーブル ・シースと電柱の防護

と仕様

SG粗 データ通信網

SG田 ※テレマテ ィック・サービス(フ

7ク シミリ,テ レテックス,ビ

デオテックス等)の 端末機器

(旧SG皿 十SGXIV)

SGDく 電信網及び端末機器

(旧SGXI十SGX)

SG)σ 電話の交換及び信号

SG)皿 電話伝送品質及び市内電話網

SGXV伝 送方式

SGXVI電 話回線

SGXW電 話網を利用するデータ通信

SGX田 デ ィジタル網

※ 「テレマティック・サービス」

の用語は,暫定的に使用される。

CMBD回 線雑音 とアベイラビリティ

GM/LTG電 話型回線の電話以外の利用

GM/SMM海 上移動業務

GAS3伝 送方式の経済的 ・技術的比較

GAS4一 次電源

GAS5電 気通信の発展に関連する経済

的 ・社会的問題

GAS7村 落電気通信

GAS8地 域 衛星網の実施に伴 う経済的

及び技術的影響

GAS9ア ナ ログからディジタル電気通

信網への移行に伴 う経済的 ・技

術的側面

世界プラン委員会

アジアプラン委員会

アフリカプラン委員会

ヨーロッパ ・地中海地域プラン委員会

ラテン・ア メリカプラン委員会

SG皿 の地域料金作業班

アジア地域GR/TAS

ア フ リカ地域GR/TAF

ヨーロッパ ・地中海地域

GR/TEUREM

ラテ ン・アメリカ地域GR/TAL

第7回 総会は,1980年11月10日 か ら21日 まで ジュネーブで開催 され,85か

国19国 際 機関か ら約500名 が 参加 した。総会 では,前 回総会(1976年9月)

以降 の研究成果である勧告案が391件 承 認 され たが,そ の うち主要 な ものと

して次 の勧告があ る。

① 公衆 データ通信料金 原則

② パヶ ッ ト交換用 データ端末装置 と回線終端装置間のイ ンタフェイス
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③ パ ケ ッ ト交換網間接続 の信号方式

④ 海事衛星 システム と電話網 の相互接続

⑤G3フ ァ クシ ミリ機 器の標準化

⑥ 光 ファイバ ケーブルの構造的,光 学的特性 と伝送特性

⑦ ディジタル総合サー ビス網 の基本原則

このほか,次 の よ うな研究委員会(SG)等 の 新 しい組織を承認 した。

また,こ れ らのSG等 の議長 ・副議長に我が国か ら14名 が指名 された。

なお,1981年4月23日 か ら5月1日 までSG孤(デ ータ通信網)の 会合が

京都で開催 された。

4国 際電気通信衛星機構(INTELSAT)

(1)概 要

インテルサットは,通 信衛星を利用 した国際公衆電気通信業務に必要な宇

宙部分を世界のすべての地域に提供することを主たる目標としている組織で

あ り,1964年8月,暫 定的制度として発足 した。その後,数 次にわたる恒久

化のための国際会議を経て,1972年2月 「国際電気通信衛星機構(イ ンテル

サ ット)に 関する協定」及び 「国際電気通信衛星機構(イ ンテルサ ット)に

関する運用協定」が発効 し,恒 久的制度となった。

両協定のうち,前 者は,イ ンテルサ ットに参加する政府が署名する政府間

協定であって,機 構の組織等の基本的事項を規定 し,後 者は,政 府が指定す

る電気通信事業体が署名する協定であって,機 構の財政的,運 用的側面に関

する事項を定めている。

我が国は,暫 定的制度発足時からインテルサ ットに参加 してお り,イ ンテ

ルサットに対 して出資 し,そ の運営に参画する電気通信事業体として,国 際

電電を指定 している。

なお,イ ンテルサ ットの締約国は1981年3月31日 現在106で ある。

(2)イ ンテルサ ットの組織構成

インテルサットの組織は,政 府間協定の全締約国で構成する締約国総会,



第8章 国際機関及び国際協カ ー383一

運用協定の全署名当事者で構成する署名当事者総会,出 資率の大きさ又は地

域配分により選定される署名当事者の代表で構成する理事会及び理事会に属

し管理業務を遂行する事務局の4者 構成となっている。

(3)第5回 及び第6回 締約国総会

締約国総会は,主 権国としての締約国に関する事項,イ ンテルサットの一

般方針及び長期 目標を審議することなどを任務 としている。1980年 度におい

ては,第5回 及び第6回 の2回 の締約国総会が開催された。

第5回 締約国総会は,1980年4月4日 に米国のオーランドで開催 された。

この会合は,ア ラブ通信衛星システム(ア ラブサット)と インテルサットと

のシステム間調整のために臨時に開催されたものであり,審 議の結果,両 シ

ステムが経済的 ・技術的に両立する旨の認定を勧告の形式で表明した。

第6回 締約国総会は,1980年10月20日 から23日までイタリアのベニスで開

催された。 この会合では,イ ンテルサ ットの一般方針及び長期活動計画につ

いて審議が行われたほか我が国の気象衛星システム(GMS-2)を 含む8

件の衛星システムの設定又は使用に関 してインテルサ ットとのシステム間調

整について検討が行われ,い ずれについてもインテルサ ットシステムと両立

する旨の認定を勧告の形式で表明した。また,イ ンテルサ ット協定附属書C

第3条 に規定されている裁判長団構成員として,我 が国の1名 を含む11名を

選出した。

(4)署 名当事者総会

署名当事者総会は,理 事会から提出される年次報告の審査,理 事会におい

て代表される資格を与える最小出資率の決定,署 名当事者の資本分担金 とイ

ンテルサ ットの資本債務の合計額である資本限度額の変更等を行 う権限を有

している。1980年 度においては,第9回 及び第10回 の2回 の署名当事者総会

が開催された。

第9回 署名当事老総会は,1980年3月31日 から4月3日 まで米国のオーラ

ンドで開催され,最 小出資率を1.88%と することを決定 した。 また,第10回

署名当事者総会は,同 年9月8日 にワシン トンで 開 催 され,資 本限度額を
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第2-8-5表 イ ンテ ル サ ッ トに 対 す る理 事 の 出 資率

(1981.3.1現 在)一
1.米 国

2.英 国/ア イ ル ラ ン ド

3.フ ラ ンス/モ ナ コ

4.ブ ラ ジル/ポ ル トガ ル

5.ド イ ツ連 邦 共 和 国

6ス ペ イ ン/コ ロ ン ビア/ベ ル ー

7.ア ジア太 平 洋 グル ー プ(注1)

8.日 本

9。 イ タ リア/ヴ ァチ カ ン

10.イ ラ ン/韓 国/パ キ ス タ ン/ト

ノレ コ

11.ヴ ェ ネ ズ エ ラ/メ キ シ コ/エ ク

ア ドル/ボ リ ビ ア

12.カ ナ ダ

13.オ ー ス トラ リア

14.オ ー ス ト リア/ギ リ シ ャ/ス イ

ス ノリ ヒ テ ン シ ュ タ イ ン

22.56

12.99

6.59

3.98

3.37

3。33

3,30

3,09

2.84

2.78

2.60

2.54

2.46

2.26

15.ナ イ ジ ェ リア

16.ア ラ ブ グル ー プH(注2)

17.ベ ル ギ ー/オ ラ ンダ/ル クセ ン

ブ ル グ

18。 ア ル ゼ ンテ ィン/チ リ/パ ラ グ

ア イ

19.東 南 ア ジ ア グル ー プ(注3)

20.ア ラブ グル ー プ 皿(注4)

21.サ ウデ ィ ・ア ラ ビア

22.ア ラブ グル ー プ1(注5)

23.北 欧 グル ー プ(注6)

24,ア フ リカ グル ー ブH(注7)

25.ア フ リカ グル ー ブ1(注8)

26.カ リブ グル ー ブ(注9)

27.中 央 ア メ リカ グル ー プ(注IO)

計

2.09

1.99

1.92

1。go

1.90

1.89

1.81

1.73

1.47

1.26

0。74

0。73

0.30

94.42

(注)1.イ ン ド,マ レイ シ ア,一 ユ ー ・ジ ー ラ ン ド,シ ン ガ ポ ー ル,ス リ ・ ラ ソ

カ

2.ア ラ ブ 首 長 国 連 邦,イ エ メ ン ・ア ラ ブ

3.イ ン ドネ シ ア,フ ィ リ ピ ン,タ イ

4,イ ラ ク,ク ウ ェ イ ト,カ タ ー ル

5.ア ル ジ ェ リ ア,ジ ョ ル ダ ン,レ バ ノ ン,リ ビ ア,モ ー リ タ ニ ア,モ ロ ッ

コ,オ マ ー ン,ス ー ダ ン,ス リ ・ラ ン カ,チ ュ ニ ジ ア

6.デ ン マ ー ク,フ ィ ン ラ ン ド,ア イ ス ラ ン ド,ノ ル ウ ェ ー,ス ウ ェ ー デ ン

7.カ メ ル ー ン,中 央 ア フ リ カ 共 和 国,チ ャ ド,コ ン ゴ,ガ ボ ン,象 牙 海

岸,マ リ,ニ ジ ェ ー ル,セ ネ ガ ル,上 ヴ ォル タ,ザ イ ー ル

8.エ テ ィ オ ピ ア,ケ ニ ア,タ ンザ ニ ア,ウ ガ ン ダ,ザ ン ビ ア

9,バ ル バ ドス,ド ミ ニ カ,ハ イ テ ィ,ジ ャ マ イ カ,ト リ ニ ダ ッ ド ・ トバ ゴ

10.コ ス タ ・ リ カ,エ ル ・サ ル ヴ ァ ドル,グ ァ テ マ ラ,ホ ン デ ュ ラ ス,パ ナ

マ
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9.9億 ドルか ら12億 ドルに増 加 させ ることを承認 した。

(5)理 事 会

理事会は,イ ンテルサ ッ ト宇宙部分の開発,設 定,維 持等に責任を有 して

お り,イ ンテルサ ッ ト運営 の中心的機 関である。理事 会の構成員は,1981年

3月31日 現 在,出 資率の大 きさに よって選 出され る理事22,地 域 グル ープの

代表で ある理事5の 計27で あ り,こ れ らの理事が代表 する締約国は91か 国で

ある。その 内訳は第2-8-5表 の とお りである。

1980年 度 においては,第42回 か ら第45回 ま での4回 の理事会が開催 された

が,そ の主要な活動は次の とお りである。

①TDMA/DSI導 入 の準備

回線 の よ り有効で柔軟 な利用 を図 るためにTDMA/DSI(時 分 割多元接続/

デ ィジタル通話音声挿入 システム)を1984年 か ら導入す る予定 であるが,そ

の システムの仕様書及び課金方針を決定 した。

② イ ンマルサ ッ トへの宇宙部分 の提供

イ ンマルサ ッ トの海事業務用 にイ ンテルサ ッ トの宇宙部分を賃貸す る契約

にイ ソテルサ ッ ト事務局長が署名す ることを承認 した。

③V-A号 系 衛星の運用計画

1981年 に運用を開始する予定 のV号 系衛星 に続 いて1984年 に導入す る予定

のV-A号 系 衛星について,運 用計画の検討を行 った。

(6)イ ン テルサ ッ トの衛星システム

1981年3月 現在,電 話4,000回 線 及び テ レビジ ョソ2チ ャンネル分の容量

を持つIV号 系衛星 と電話6,000回 線 及び テ レビジョン2チ ャンネル分 の容量

を持つIV-A号 系 衛星が運用に供 され ている。 また,電 話1万2,000回 線 及

びテ レビジ ョン2チ ャンネル分の容量 を持つV号 系衛星 の運用が,1981年 度

中に開始 される予定 である。

運用衛星の配置及 び使用状況は第2-8-6表 の とお りである。

一方
,こ れ らの衛星 を利用 して通信を行 ってい る地球局は,1980年12月31

日現在,134か 国 の263地 球 局(ア ンテナ数325)で あ る。
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第2-8-6表 インテルサ ットの運用衛星の配置使用状況

(1981.L31現 在)

地 域 大 西 洋 レ ・・洋i太 平 洋

衛 星

静 止 位 置

IV-A
(F-1)

西 経
24.56度

】V-A

(F-4)

西 経

34.50度

接 続 ア ン テ ナ 数 56 38

使 用 ユ ニ ッ ト 数

G三 ζ繍 ダ')
11,450 9,949.5

(F-1)

西 経

16.54度

】V-A

(F-6)

東 経
62.93度

14 57

6,291.5 8,530

(F-8)

東 経
173.70度

41

4,702.5

(注)ユ ヨットとは,二 つの標準地球局間に4kHz相 当の電話双方向回線を設定

するために必要な衛星の電力と帯域であって,2単 位をもって一双方向回線

が設定 される。

5国 際海事衛星機構(INMARSAT)

(1)概 要

国際海事衛星機構(イ ンマルサット)は,海 事通信を改善するために必要

な宇宙部分の提供を目的 とした国際組織であり,1979年7月 「国際海事衛星

機構(イ ンマルサット)に 関する条約」及び 「国際海事衛星機構(イ ンマル

サ ット)に 関する運用協定」の発効に伴い発足 した。

両協定の うち,前 者は,イ ンマルサットに参加する政府が署名する政府間

条約であって,機 構の組織構成等の基本的事項を規定 し,後 者は,政 府の指

定する事業体が署名す る協定であって,機 構の財政的,運 用的側面に関する

細 目的事項を定めている。

我が国は,発 足時か らインマルサットに参加し,そ の運営に参加する事業

体として,国 際電電を指定 している。

なお,1981年3月 末現在のインマルサ ットの締約国と出資率は第2-8-

7表 のとお りである。
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第2-8-7表 イ ンマルサ ットの締約国及びその署名当事者の出資率

(1981.3.1現 在)

国 名 陣 解
○

○

○

○

○

○

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

米

ソ

白

ウ

英

ノ

日

イ

フ

ロ シ

ク ラ イ

ル ウ

タ リ

ラ ン

国

連

ア

ナ

国

本

ア

ス

ドイツ連 邦 共和 国

ギ リ シ

オ ラ ン

カ ナ

ク ウ ェ イ

ス ペ イ

ス ウ ェ ー デ

ナ ー ス ト ラ リ

ブ ラ ジ

デ ン マ

ヤ

ダ

ダ

ト

ン

ン

ア

ノレ

ク

23.37543

}一

国 名 隅 資率

9,89631

7,88217

7.00267

3.35693

2.88698

2.88698

2.88698

2.88698

2.61848

2.01416

2.Ol416

1.87992

1.67854

1.67854

1.67854

○

○

○

●

○

○

●

●

●

イ ン ド

ポ ー ラ ン ド

シ ン ガ ポ ー ル

中 国

ベ ル ギ ー

フ ィ ン ラ ン ド

ア ル ゼ ン テ ィ ン

ニ ュー ・ジ ー ラ ン ド

ブ ル ガ リ ア

ポ ル

ア ル

エ

イ

リ

オ

チ

フ ィ

ト ガ

ジ ェ リ

ジ プ

ラ

ベ リ

マ ー

リ ピ

ノレ

ア

ト

ク

ア

ン

リ

ン

計

1.67854

1.67854

1,67854

1.23728

0.60425

0.60425

0.60425

0.36295

0.27218

0.20620

0.05000

0.05000

0,05000

0,05000

0.05000

0.05000

0.05000

lOO.00000

注)○ 出資率に基づ く理事会構成員(た だし,ス ウェーデン/フ ィンランド,オ

ランダ/ベ ルギーは集団代表)

● 地域代表 として第1回 総会で選出された理事会構成員

(2)イ ンマルサットの組織構成

インマルサ ットの組織は,イ ンマルサ ヅトに関する条約の全締約国で構成

する総会,出 資率の大きさ又は地域配分により選定される署名当事者(及 び

署名当事者集団)の 代表で構成 される理事会及びインマルサ ットを法的に代

表する事務局長 と専門スタッフで構成され,業 務の管理,執 行を担当する事

務局の三者構成 となっている。

(3)理 事 会

理事会は,イ ンマルサットの目的を達成するために必要な宇宙部分を提供
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す る責任を持 ち,こ の責任を果たすために字宙部分の企 画,開 発,取 得,運

用等 に関す る方針 を採択す るな ど,す べての適当な任 務を遂行す る権限 を有

してお り,イ ンマルサ ッ ト事業運営の中心的機 関であ る。

1980年 度 においては,第4回 か ら第7回 までの4回 の理事 会が開催 された

が,そ の主要 な活動は次の とお りである。

ア.マ リサ ッ トか らインマルサ ッ トへの移 行

現在,海 事衛星通信サ ー ビスは米国のマ リサ ット ・システ ムに よ り提 供 さ

れているが,こ のマ リサ ッ ト・システ ムか らイ ンマルサ ッ ト・シス テムへの

移行時期 を1982年2月1目 と想定 し,こ の移行が,海 事衛 星通信サ ー ビスの

継続 性を確保 しつつ 円滑に行われ るよ うに,両 者 の間で協 議が行われ た。

イ.イ ンマルサ ッ ト宇宙部分の準備

イ ンマルサ ッ トの初期段階の宇宙部分の構成 については,イ ンマルサ ッ ト

発足以前 の準備委員会 の段階か ら検討 されて きた ところであ るが,基 本的に

は,太 平洋 につ いては ヨーロ ッパ宇宙機 関(ESA)の マ レックス衛星及び

マ リサ ヅ ト衛星,イ ン ド洋についてはマ リサ ッ ト衛星 及びイ ンテルサ ットV

号系衛星,大 西洋につ いてはマ レックス衛星,マ リサ ッ ト衛星及びイ ンテル

サ ッ トV号 系衛星を賃借 して,世 界的な海事 通信 網を提供 す ることを決定 し

た。

ウ.船 舶地球局

イ ンマルサ ッ ト宇宙部分を使用す る船 舶地球局の満たすべ ぎ技術的要件及

び機構 による承認手続につ いて基本的に合意に達 した。

6そ の他の国際機関

(1)ア ジ ア ・太平洋電気通信共同体(APT)

ア.概 要

アジア ・太平洋電気通信共 同体(Asia・Paci丘cTelecommunity)は,ア ジ

ア ・太平洋地域における電気通信 の開発を促進 し,地 域電気通信網の整 備拡

充を主た る目的 として,そ の設立憲章が第32回ESCAP(ア ジ ア ・太平洋経
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済社会委員会)総 会(1976年3月 開催)に おいて採 択 され た。我が国は,

APT共 同体設立準備のため積極的に協力 した後,1977年11月25日 に同憲章

の批准を終えた。同憲章は,APT本 部所在国であるタイ国を含む7か 国の

批准書が寄託されて1979年2月 に発効 した。同年5月 創立総会がバ ンコクで

開催され,同 年7月 に事務局が発足 し,APTの 活動が開始された。APT

は,国 際電気通信条約(1973年 マラガ=ト レモリノス)第32条 の規定に合致

する地域的電気通信機関でもあ り,加 盟国(19か 国),準 加盟国(2か 国),

及び賛助加盟員(9社)か ら構成 されている。

イ.組 織

APTの 主要機関は,総 会,管 理委員会及び事務局であるが,こ のほかに

総会又は管理委員会はAPT目 的遂行のため必要と認める補助機関及び専門

部会を設置することができる。

総会は,APTの 最高機関であ り,す べての加盟国及び準加盟国で構成さ

れる。総会は,3年 ごとに通常会期 として,ま た,必 要がある場合には臨時

会期として会合する。

管理委員会は,共 同体のすべての加盟国及び準加盟国で構成され,総 会が

決定する方針及び原則を実施する機関である。

事務局は,共 同体の首席の管理職員である事務局長,管 理委員会が必要と

認める数の事務局次長(現 在1名)及 び管理委員会が必要と認める他の職員

で構成される。我が国からは,事 務局次長が派遣 されるとともに2名 の長期

専門家が事務局に派遣 されている。

ウ.活 動

APTは,ア ジア ・太平洋地域の電気通信網の整備,拡 充,調 整等を行 う

ことを目的としている。このため第2回 管理委員会の決定に基づきスタディ

・グループが設けられている。 このグルー プ の第1グ ルー プ(SGI)で

は主として国際電気通信に関する事項が,第2グ ループ(SGH)は 主とし

て国内電気通信に関する事項が研究付託事項 とされ て い る。1980年11月14

日,15日 に開催 されたスタデ ィ・グループ会合では,我 が国か ら 「ルーラル



一390一 第2部 各 論

地域 におけ る電話サ ービスの拡充」,「多重波 フェージ ングに関す る統計量研

究」,「通話完了率 の管理」につ いての発 表を行い参加 国か らの関 心 を 集 め

た。

また,第3回 管理委員会が1980年11月24日 か ら28日 まで開催 され,1981年

次 の予算 を43万8,000ド ル と し,技 術協力を中心 とす る活 動計画が決定 され

た。

なお,我 が 国は1980年 度 にAPTへ 専 門家3名 を派遣す るとともに研修員

1名 を受入れ ている。

(2)国 際 連合アジア ・太 平洋経済社会委 員会(ESCAP)

ESCAP(EconomicandSocialCommissionforAsiaandthePaci丘c)

は,国 連経済社会理事会(ECOSOC)の 監 督下に ある地域経済委員会の一つ

で,1947年3月 に設立 された国連ア ジア極東経済委員会(ECAFE)か ら名

称が変更 され(1974年9月),現 在 に至 っている ものである。

ESCAPの 本 部はバ ンコックにあ り,地 域 内各国の経済,社 会開発のため

の協力をは じめ,こ れ に関す る調査,研 究,情 報収集等を行 ってい る。 現在

の加盟国は,域 内国38,域 外 国5の 計43か 国(う ち準加盟国8か 国)で,我

が国は,1952年 第8回 総会で準加盟が認 め られ,次 いで1954年 に 正式加盟が

認め られた。

ESCAPに は,総 会の下 部機構iと して,現 在,九 つ の常設委員会が あ り,,

そ の一つである海運 ・運輸通信委員会 の運輸通信 ウイ ングは隔年 ごとに開催

され ることにな っているが,そ こでは,域 内の電気通信及 び郵便 の開発に関

す る技術及び経済関係の諸 問題 の討議,勧 告 を行 い,そ の実施状況 の検討が

なされ ている。

(3)政 府 間海事協議機関(IMCO)

ア.概 要 ・

IMCOは,海 運に影響のあるす べての種類 の事項 につ い て 国際協力 を促

進 する ことを 目的 として設立 された国際連合の専 門機 関の一つ である。海上

交通の増大 と高速化 に伴 って船舶の航行,人 命,財 産等 の安全 を確保す るた
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めの重要な手段 として無線通信 の 役 割 は,近 年飛躍的に高ま って お り,

IMCOの 通信分野における活動もとみに活発化 している。

これ までに,「1974年の海上における人命の安全のための国際条約」,「1977

年の漁船の安全のための トレモ リノス国際条約」,「1978年の船員の訓練,資

格証明及び当直維持の基準に関する国際条約」,「国際海事衛星機構(イ ンマ

ルサ ット)に 関する条約」,「1979年の海上における捜索救難に関する国際条

約」等無線通信に関係する多 くの条約が,IMCOの 招集する国際会議 に お

いて採択 されてお り,ま た,海 上における遭難 ・安全通信制度,船 舶で使用

する無線設備の備え付け要件及びその技術基準等についても多 くの決 議 が

IMCOの 総会において採択 されている。

イ.組 織

IMCOの 組織は,総 会,理 事会,各 種委員会,機 関が必要と認める補助

機関及び事務局で構成され,無 線通信に関する事項は,補 助機関である無線

通信小委員会で実質的な審議を行い,そ の結果について海上安全委員会の承

認を求めることとなっている。

ウ.活 動

ω 将来の世界的な海上遭難 ・安全制度に関する第3回 作業部会

この作業部会は,「1979年 の海上における捜索救難に関する国際条約」

に定める捜索救難業務を効果的に実施するため,今 世紀末(1990年 ごろ)

を 目途に,海 上における遭難 ・安全のための全世界的な通信制度を開発

することを目的 として設立されたもので第3回 作業部会が,1980年9月

22日から26日までの5日 間,ロ ン ドンにおいて開催された。

この作業部会においては,将 来の遭難通信制度を実施す るための基礎

となる要件に関する最終草案及び将来の遭難通信制度への移行計画の予

備草案を作成す るとともに,移 動業務のための世界無線通信主管庁会議

の開催に備え,こ の制度を実施するために必要となる無線通信規則の改

正点の確認等を行った。

(イ)第22回 無線通信小委員会
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第22回 無線通信小委員会は,1980年9月29日 か ら10月3日 までの5日

間,ロ ンドンにおいて開催 された。

この会期においては,こ れに先立って行われた,将 来の世界的な海上

遭難 ・安全制度に関する第3回 作業部会の報告を受けて,重 点的に審議

を行い,将 来の遭難通信制度に関する文書及びこの制度を実施するため

に必要となる無線通信規則の改正についてのIMCOの 勧告案(移 動業

務のための世界無線通信主管庁会議の準備)に ついて合意 し,海 上安全

委員会の承認を求めることとした。

また,将 来の遭難通信制度への移行計画の予備草案についても審議を

行 ったが,合 意を得るに至 らず,次 会期以降引き続き審議が行われるこ

ととなった。

このほかに,1974年 の海上における人命の安全のための国際条約の改

正案に基づいて,救 命設備として備え付けを要求される非常用位置指示

無線標識(EPIRB)及 び双方向無線電話装置の運用要件,デ ィジタル ・

セ レコールの運用手続,無 線電話警急信号の誤用等についても審議が行

われた。

(4)国 際民間航空機関(ICAO)

ア.概 要

ICAOは,国 際民間航空の安全かつ秩序ある発達及び国際航空運送業務の

健全で経済的な運営を図ることを 目的として設立された,国 際連合の専門機

関の一つである。

航空の分野においても,通 信あるいは航行援助に多 くの電波が使われてお

り,ICAOの 主要な任務には,航 空通信の要件,無 線設備の技術基準,航 空

通信に分配された周波数の使用等について,国 際的な統一基準を設定するこ

とがある。 これ らの具体的な内容は,ICAOの 標準及び勧告方式として国際

民間航空条約の第10附属書に規定 されている。また,対 外的には,国 際民間

航空に影響のある問題について,ITU等,他 の国際機関の行 う研究活動に

参加することも大 きな任務の一つ となっている。
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今日,こ の分野における電気通信の課題としては,電 子技術を十分に活用

しての通信の自動化の促進,無 線航行援助施設の性能の向上及び新技術の研

究開発,宇 宙通信技術の導入等が挙げられる。

イ.組 織

ICAOの 組織は,総 会,理 事会,事 務局等のほか,そ れぞれの分野におけ

る専門的な活動を行 う各種委員会や地域航空会議等の補助機関により構成さ

れてお り,無 線通信に関する事項は,主 として,航 空委員会及びその下部機

関である通信部会等で審議され,そ の結果を理事会に勧告,助 言することに

なっている。

ウ.活 動

ICAOの 通信部会が,1981年3月30目 から4月16日 までの18日 間,モ ント

リオールにおいて開催された。

この会議においては,① 航空機の衝突防止を図る新 しいシステムの開発に

ついての意見交換,② 現在使われている計器着陸 システム(ILS)に 代わ

る次世代の新 しい着陸システムとして注目されているマイクロ波着陸システ

ム(MLS)の 国際標準及び勧告方式の作成,③ 移動業務のための世界無線

通信主管庁会議に備えて,航 空移動業務に関する無線通信規則及びITUの

決議 ・勧告についてのICAOの 意見の作成,④ 航空無線周波数帯に対する

他業務か らの有害な混信を排除するための国際標準及び勧告方式の作成等に

ついて審議され,理 事会に対 し多くの勧告及び報告書が作成された。

(5)国 際連合宇宙空間平和利用委員会

国際連合宇宙空間平和利用委員会は,国 際連合総会の下に宇宙空間の平和

利用に関する問題を検討することを目的として設置された機関であ り,国 際

連合総会によって付託された審議事項について,下 部機関である科学技術小

委員会及び法律小委員会の作業を基にして,検 討を行 っている。当面付託 さ

れている審議事項には,① 衛星による地球の遠隔探査(リ モー ト・センシソ

グ),② 衛星による直接テレビジョン放送,③ 宇宙の定義及び静止軌道,④

宇宙における原子力の使用,等 の項 目がある。
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科学技術小委員会は,宇 宙空間の平和利用に関する科学技術面の検討を行

っているが,1980年1月28日 か ら2月13日 まで第17会 期会合を開催 した。ま

た,法 律小委員会は,宇 宙空間の平和利用に関する法律面の検討を行ってい

るが,1980年3月10日 から4月3日 まで第19会期会合を開催 した。

宇宙空間平和利用委員会は,1980年6月23日 か ら7月3日 まで第23会 期会

合を開催 した。

審議事項の① リモート・センシングについては,科 学技術小委員会では リ

モー ト・センシソグによって取得したデータの配布を自由にするか規制する

かに関 して,デ ータの分解能に応 じて規制 しようとの案が出てお り,ま た,

法律小委員会では各国がこの分野の活動に際 して遵守すぺき原則を作成 して

いるところである。委員会は,両 小委員会がこの事項について検討を完了し

ていないことか ら,科 学技術小委員会に対 しては,今 後の検討のために関係

の国際機関に報告を求めたいとい う希望表明に同意を与え,ま た,法 律小委

員会に対 しては検討の継続を要請 した。

審議事項の②衛星による直接テ レビジョン放送については,法 律小委員会

で,各 国がこの分野の活動に際して遵守すべき原則案を作成 しているところ

であるが,案 文を作成する過程で,一 方において西側諸国が情報の自由を主

張 し,他 方において東側諸国が,'各 国の主権尊重の立場から情報の流れに何

らかの規制を設定 しようと主張 してお り,更 には,こ れらのいずれの側とも

一部立場を異にする各国それぞれの事情があって,会 合を重ねるものの,な

かなか合意をみるまでに至らない。このような事情から,委 員会は,法 律小

委員会に対 して,次 回の会合(1981年)に おいて原則案の作成の作業を完了

させるために引き続き努力することを勧告 した。

審議事項の③宇宙の定義及び静止軌道については,科 学技術小委員会では

静止軌道の物理的性質及び技術的属性に関 して国際連合事務局に研究文献の

作成を求めてお り,ま た,法 律小委員会では空域と宇宙域とを海抜100～110

kmで 分ける境界を設定するとの案が出ているが,境 界を設定すること自体

に賛否両論がある。委員会は,こ れ らの両小委員会の活動に注目し,科 学技
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術小委員会に対 しては国際連合事務局の研究文献を最新のものにしてお くこ

とを要請 した。

審議事項の④宇宙における原子力の使用については,科 学技術小委員会で

はその安全性に関 して論議を重ねてお り,ま た,法 律小委員会では宇宙にお

ける原子力の使用に関 し現行の国際法を補充することの必要性に関 して検討

しているが,こ の事項は,今 後も引き続き審議が行われる。

宇宙空間平和利用委員会は,こ れらの定例的な業務のほか,国 連宇宙会議

の開催の準備を進めている。 この会議の開催の時期については1982年 の後半

と決定 しているが,開 催期間については2週 間,開 催地についてはウィーン

とすることを国際連合総会に勧告することとし,ま た,事 前の広報活動とし

て,展 示,記 念切手発行,作 文ポスターコンテス ト等の行事を計画 した。

(6)経 済協力開発機構(OEC1))

OECDは,1961年 に欧州経済協力機構(OEEC)を 発展的に改組 して 発

足 した国際機関であ り,我 が国(1964年 加盟)を 含む先進24か 国が加盟 して

いる。OECDは 経済成長,開 発援助,貿 易拡大の三大 目的を有 してお り,

これを達成するため加盟国相互の情報及び経験の交換,政 策の調整,共 同研

究等を行っている。

OECDの 組織は,上 部機構 として全加盟国によって構成されOECDの

意見の正式決定機関である理事会,理 事会の補佐機関である執行委員会等が

あ り,下 部機構 として経済政策委員会,開 発援助委員会及び貿易委員会など

約30の 各種委員会及び事務局がある。

OECDの 活動は,経 済,科 学,社 会,教 育等広汎な分野に及んで い る。

電気通信政策に関する諸問題は,科 学技術政策委員会(CSTP)の 下に設置

されている情報 ・電算機 ・通信政策作業部会(ICCP)を 中心に検討されてい

る。

1980年度におけるICCP関 係会合の主なものは次のとお りであった。

① 第8回ICCP会 合(1980.9,9～9.10)

②ICCP上 級会議(1980.10.6～10.8)
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③ 国際 データ流通専門家会合(1981.L20～1.21)

④ 第9回ICCP会 合(1981.2.17～2.18)

ま た,1980年9月 に,OECD理 事 会は,ICCPの 約2年 間にわ たる作業

成果 である 「プライバ シー保護 と個 人デ ータの国際流通 に関す るガイ ドライ

ン勧告」 を採択 した。

(7)国 際 連合教 育科学文 化機 関(UNESCO)

ユ ネ ス コは,国 際連合の専門機 関の一 つであ り,教 育,科 学,文 化等多様

な分野 で活動 を行 っているが,と りわけ近年は コ ミーニケーション分野 に関

心を深めている。

1980年9月 か ら10月 までパ リにお いて開催 された第21回 ユネス コ総会にお

いて も,コ ミュニケーシ ョン問題につ いて様 々な討議が行われ た。

その一 つは,1980年2月 に ユネスコ事 務局長に提出 され た コ ミュニケーシ

コソ問題研究 国際委員会(マ クブライ ド委員会)報 告書に関す る審議である

が,ユ ネス コ総会 は,こ の報告書を情報及び コ ミ昌ニケーシ ョン問題研究へ

の有意義 な貢献 であると評価 し,ユ ネスコ加盟国,関 係機 関等において この

報告書を検討 しコメン トを提 出す るよ う要請す る決議を採 択 した。

また,本 ユネス コ総会は,主 に開発途上国におけ るコ ミュニケーシ ョン分

野の開発 を促進す るた めに国際協力を強化す ることを 目的 と した国際 コ ミュ

ニケー シコン開発計画(IPDC)を 設 立する ことを決定 した。1981年6月 に

は,IPDC第1回 政府 間理事会が開催 され,IPDCは 具 体的活動に 向け て動

き出 した。

第2節 国 際 協 力

1通 信 ・放送分野における国際協力

ここでい う国際協力は,開 発途上国に対する技術協力と資金協力から成る

経済協力をいう。
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国際協力は,基 本的には先進国が世界各国との共存共栄の原則に基づいて

世界共同体の一員としての責務を果たすことであ り,そ の理念は,究 極的に

は人類共同体か ら貧困を追放するため各国が協力し合い,世 界の平和と繁栄

を確保することである。

今 日の世界経済は,先 進国と開発途上国との相互関係をますます深めてき

ており,世 界の人 口の半分以上を占める開発途上国の経済の発展は,世 界経

済の成長と繁栄に好ましい影響を与えつつある。特に我が国経済は極めて対

外依存度が高 く,世 界経済全体の調和的発展が望ましいのは当然であ り,先

進国と開発途上国の経済格差いわゆる南北問題の解消は我が国にとって重要

な課題となっている。

このため,我 が国は,国 際協力の推進を国の重要な基本政策の一 つ に 掲

げ,厳 しい財政再建期間中ではあ るが,56年1月,「 今後5年 間における政

府開発援助に関する予算の総額をこれまでの5年 間の倍以上とすることを目

指す」などの措置を内容とする中間目標を,新 たに設定 し,国 際的にもその

姿勢が高 く評価 されてきている。

通信 ・放送は,経 済 ・社会発展の基盤となる施設として不可欠なものであ

り,そ の整備状況がその国の経済,社 会,文 化の発展に与える影響は計 り知

れないものがある。

近年開発途上国では,通 信 ・放送の重要性に対する認識が高まり,通 信 ・

放送網を整備 ・拡充するためのプロジェクトが各国で積極的に推進されてい

るが,開 発途上国が 自力で開発を行 うことは難 しい状況にあ り,先 進国から

の技術協力あるいは資金協力が強 く望まれている。

このような背景の中で,優 れた技術力と経済力を有する我が国に対する開

発途上国の期待は大 きく,郵 政省は,通 信 ・放送分野における国際協力を今

後更に積極的に推進 していくこととしている。
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2国 際協力の実績

(1)概 況

国際協力を大別すると,研 修員の受入れ,専 門家の派遣等を行 う技術協力

と開発プロジェクトに対 して資金を供与する資金協力との二つに 分 け られ

る。 また,援 助の主体か らみると日本政府と相手国政府 との2国 間の合意に

よるもの,す なわち2国 間ベースによるものと,国 際機関を通 じて行 うもの

すなわち多国間ベースによるものとに分けられるが,こ の うち,通 信分野に

おける多国間ベースによるものは,ITU,UPU等 を通 じて行 う技術協力

が主体 となっている。

ア.技 術協力

技術協力の形態としては,研 修員の受入れ,専 門家の派遣,開 発調査の実

施,海 外技術協力センタの設置,運 営等があ り,こ れ ら政府ベースの技術協

力は,主 に国際協力事業団(JICA)を 通 じて実施 される。

⑦ 研修員の受入れ

研修員の受入れは,開 発途上国の通信 ・放送関係技術者を 受 け 入 れ

て,我 が国の進んだ技術を習得させるもので,55年 度においては383名

の研修員を受け入れてお り,政 府全体の受入れの中でも重要な部分を占

めている。

(イ)専 門家の派遣

専門家の派遣は,開 発途上国へ通信 ・放送の専門家を派遣 して,現 地

で職員の訓練,通 信 ・放送施設の建設,保 守及び運用面の指導,開 発計

画の企画,助 言等を行 うもので,55年 度においては,178名 の専門家を

派遣 している。

㈲ 開発調査

開発調査は,開 発途上国の通信 ・放送関係の開発計画について調査団

を編成 し,現 地作業及び国内作業を行って,そ の計画の実現に協力する

もので,こ れには適切な案件を選び出すプロジェク ト・ファィンディン
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グ調査,事 前調査,プ ロジェ ク トの経済的 ・技術的可能性 を探 るフィー

ジビ リテ ィ調査及び各種 の開発計画の基本計画を策定す るマスタープラ

ン調査等が ある。55年 度 において実施 した開発調査は15件 で134名 の 専

門家が これに参加 している。

←)海 外技術協力セ ンタ

海外技術協力 センタは,開 発途上国におけ る通信 ・放送 関 係 の 技 術

者,人 材 の養成,技 術の研 究開発等を行 うために現地に設 置され るもの

である。現在 セ ンタが設置 され ている国は,ジ ョルダン,タ イ,パ キス

タン,ペ ルー,シ ンガポール,パ ナマ及 びフ ィリピンの7か 国であ り,

我 が国はこれ らのセ ンタに対 し,専 門家の派遣,機 材の供与,相 手 国の

カウンターパー トの研修実施等 を通 じて協力を行 ってきた。55年 度 にお

いて これ らのセ ンタに派遣 した専門家は57名 である。

イ.資 金協力

開発途上 国に対す る資金協力の主要な形態 には,円 借款等の有償協力 と無

償協力 とがある。55年 度においては,イ ン ドネシア,フ ィリピン,イ ン ド,

ジ ョル ダン,タ ンザ ニア及び ドミニカの通信関係 プロジェ ク トに対 して円借

款が,ス リ・ランカ,ル ワンダ及び ビル マの通信 ・放送 プ ロジェク トに対 し

無償協力が約束 された。

(2)技 術 協力

ア.研 修員の受入れ

研修員の受入れ方式は,大 別 して集団研修 と個 別研修 とがあ る。集 団研修

は,開 発途上 国に共通 して ニーズの高 い分野を選定 し,あ らか じめ研修 コー

スを設定 し,集 団的 に研修を実施す る ものであ り,ま た個別研修は,開 発途

上 国か ら個 々に要請 され る専門分野 につ いて研修 を行 うものである。個別研

修 には,研 修分野を限定 しない単発要請,特 定地域 あるいは特定 国を対象 と

す る特設 コース,我 が国派遣専門家 の相手国側関係者(カ ウンターパー ト)

の受入れ,UPU,ITU等 の 国際機関か らの要請に よる受入れ が 含 ま れ

る。研修対象者は,開 発途上国の政府機関,公 共機関 の通信 ・放送関係技術
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者,行 政 官,研 究者等 で,当 該 国政府か ら推薦 された ものであ る。

⑦ 郵便関係

郵便分野 におけ る研修員 の受入れは,郵 政幹部セ ミナの開催 と個別研

修員の受入れ として,38年 度 か ら実施 してお り,54年 度 までに193名 を

受け入れ ている。55年 度は,ア ジア ・オセアニア地域を対象 とす る郵政

幹部セ ミナを開催 し,郵 便業務 の管理 ・運営 の一般的問題 につ いて討議

を行 ったが,こ のセ ミナには,13か 国 か ら14名 が 参加 した。 また,個 別

研修員 としては,ア ジア ・大洋 州地域か ら,郵 便機械化関係 で1か 国1

名 を受け入れた。

AOPU職 員 交換ベ ースでは,54年 度 までに112名 を 受け入れ てお り,

55年 度 には13名 を 受け入れ た。

(イ)電 気通信関係

電気通信分野におけ る研修員 の受 入れ は,我 が国が29年 に コロソポプ

ランに加盟す るとともに開始 され,54年 度 までに受入れ た研修員 の総数

は,ア ジア ・大洋州地域で1,113名,中 近東 ・ア フ リカ地 域で660名,

中 南米地域で676名,ITU等 の 国連ベ ースで171名,ITU共 催 セ ミ

ナで177名,そ の他38名,合 計2,835名 に達 している。

電気通信関係の研修は,当 初,開 発途 上国の個 々の要請 に基 づ き個別

研修 として実施 され ていたが,37年 度 に集団研修 コースを創 設 し て 以

来,コ ースの拡大 ・強化を進め,55年 度 においては,電 話交換 技術第一

及び第二,国 際電信電話業務,衛 星通信技術(普 通),衛 星 通信技術(上

級),搬 送 電話技術,電 話線路技 術,マ イ ク冒波通信技術第一及 び第二,

国 際テ レックス通信技術,電 話網計画設計,国 際電話交換技術,電 気通

信幹部セ ミナ並 びに電気通信開発 セ ミナの,集 団 コース14コ ースを設置

して204名 の 受入れ を実施 した。54年 度に比べ3名 の増加であ る。

55年 度 においては,ア ジア ・大洋州地域で96名,中 近東 ・アフ リカ地

域で60名,中 南米地域 で74名,ITU等 国 連ベ ースで16名,計246名(集

団204名,個 別42名)を 受け入れ た。
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55年 度 に実施 した集 団研修及び個別研修 の概要は次の とお りである。

〔集 団 研 修〕

① 電話交換技術第一 コース 〔第3回 〕(55.4.3～55.7・13)

電 子 交換機の基礎 知識,シ ステム計画,施 設設計及び保 守に至 る知識

を習得 させ ることを 目的 とす る コースで,15か 国17名 が参 加 した。

② 電話交換技術第ニ コース 〔第14回 〕(55,8.14～55.1L23)

電子 交換機及び クロスバ交換機の基礎知識,シ ス テム計画,施 設設計

及 び保守に至 る知識を習得 させ ることを 目的 とす るコースで,14か 国19

名 が参加 した。

③ 国際電信電話業務 コース 〔第19回 〕(55.5.1～55.7.14)

国際 電報,電 話,テ レックス等国際 電気通信業務全般の運用,管 理に

関す る知識を習得 させる ことを 目的 とす る コースで,8か 国,9名 が 参

加 した。

④ 衛星通信技術(普 通)コ ース 〔第13回 〕(55.5。1～55.8.1)

イ ンテルサ ッ ト衛 星通信方式の基礎 及び全般について,理 論 と設備の

知識 を習得 させ,さ らに衛星通信地球局設備 の運用及び保守 の実務を習

得 させ ることを 目的 とす る コースで,11か 国,12名 が 参加 した。

⑤ 衛星通信技術(上 級)コ ース 〔第3回 〕(55.8.28～55.11.10)

イ ンテルサ ット衛星通信技術の経験者に対 し,そ の技術及び知識を補

足,更 新 し,更 に新技術に関する知識 を与 えるとともに,衛 星通信地球

局 の管理,運 営 につ いての知識を習得 させ ることを 目的 とす る コ ー ス

で,10か 国,13名 が 参加 した。

⑥ 搬送電話技術 コース 〔第16回 〕(55.5.1～55.8.10)

搬 送 電話の設 計,建 設,保 守等に関す る最新の技術 と知識を習得 させ

ることを 目的 とす る コースで,16か 国,16名 が 参加 した。

⑦ 電話線路技術 コース 〔第16回 〕(55.6.5～55.9.14)

電 話 線路施設の計画,設 計,建 設,保 守に関する一連 の知識 と技術を

習得 させ ることを 目的 とす るコースで,17か 国,19名 が 参加 した。
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⑧ マイ クロウェーブ通信技術第一 コース 〔第17回 〕(55.7.3～55・10・

12)

マ イ クロウェー ブ通信 に係 る一連 の技術 と知識を習得 させ ることを 目

的 とし,中 南 米地域以外 の開発途上国を対象 とす るコースで,14か 国,

17名 が 参加 した。

⑨ マイ クロウ`一 ブ通信技術第ニ コース 〔第7回 〕(55.9.4～55.12.

21)

マ イ クロウ轟一 ブ通信に係 る一連 の技術 と知識を習得 させ ることを 目

的 と し,中 南米地域 を対象 とす る コースで,15か 国,18名 が 参加 した。

⑩ 国際テ レックス通信技術 コース 〔第19回 〕(55.8.28～55.11.17)

国 際 テ レックス通信技術 におけ る交換方式一般,電 子交換 システムに

ついての理論 と設備の運用及 び保守 につ いての知識を習得 させ るこ とを

目的 とす るコースで,13か 国,13名 が 参加 した。

⑪ 電話網計画設計 コース 〔第8回 〕(55.10.23～56.2.8)

電 話 網の計画 ・設計 に必要 な知識 と技術を習得 させ るこ とを 目的 とす

るコースで,13か 国,18名 が参加 した。

⑫ 国際電話交換技 術 コース 〔第4回 〕(56.1.8～56.3.21)

国 際 電話交換技術における交換方式一般,電 子交換 システム等 の理論

と設備の知識を与 え,さ らに設備 の運用,保 守 につ いての知識 と技術を

習得 させ ることを 目的 とす る コースで,10か 国,10名 が 参加 した。

⑬ 電気通信幹部セ ミナ 〔第16回 〕(55.10.10～55.10.23)

中南 米地域の電気通信主 管庁 又は公衆 電気通信企業体 の幹 部を対 象 と

して,電 気通信事 業運 営上 の諸 問題 につ いて討論 し,参 加 国の電気通信

事業 の発展に寄与す ることを 目的 とす る コースで,8か 国,10名 が参加

した。

⑭ 電気通信開発 セ ミナ 〔第12回 〕(56・2.20～56・3,5)

ア ジ ア地域 の電気通信主管庁 又は公衆 電気通信企業体 の幹部 を対象 と

して,電 気通信事業運営上の諸問題 について討論 し,参 加 国の電気通信
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事 業の発展に寄 与す ることを 目的 とす るコースで,12か 国,13名 が 参加

した。

〔個 別 研 修〕

55年 度において個別研修員 と して受け入れ たものは42名 で,そ の 内 訳

は,電 話交換技術2か 国3名,電 話線路技術2か 国3名,電 気通信網計画

設計2か 国5名,衛 星通信技術1か 国2名,コ ン ピュ ー タ 技 術2か 国6

名,デ ータ通 信1か 国5名,テ レックス通信技術1か 国1名,光 通信技術

1か 国2名,電 気通信一般4か 国9名,訓 練1か 国5名,短 波無線技術1

か 国1名 である。

¢う 電波 ・放送関係

電波 ・放送分野 におけ る研修員 の受入れは,36年 か ら,開 発途上国の

個 々の要請 に基 づ き研修可能な分野 につ いて個別研修員 として受け入れ

ていたが,38年 度 に テ レビジ ョン放送管理,教 育テ レビジョン放送番組

及びテ レビジ ョン放送技術の3集 団研修 コースを創設 して以来,コ ース

の拡大 ・強化 を進め,55年 度 においては,テ レビジ ョン放送管理,ラ ジ

オ放送技術,テ レビジ ョン放送技術,教 育 テ レビジ ョン放送番組,電 波

監視,中 近東 テ レビジ ョン放送 管理及 び放送幹部セ ミナの計7コ ースの

集団研修 を実施 した。

電波 ・放送分野 では,54年 度 までにアジア ・大洋州地域 で565名,中

近東 ・ア フ リカ地域で279名,中 南米地域で147名,ITU等 の国連ベ ー

スで25名,そ の他25名,計1,041名 を 受け入れてい る。,

55年 度 においては,ア ジア ・大 洋州地域で59名,中 近東 ・アフ リカ地

域で29名,中 南米地域で22名,計110名(集 団72名,個 別38名)を 受け

入れ た。

55年 度 に実施 した集団研修 及び個別研修の概 要は,次 のと お りで あ

る。

〔集 団 研 修〕

① テ レビジョン放送管理 コース 〔第14回 〕(55.5.8～55.6.19)
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放送法制,世 論調査,放 送番組,テ レビジ ョン放送技術 の概 要等 テ レ

ビジョン放送 の管理,運 営に携わ る中堅幹部職員 と して必要な知識を習

得 させ ることを 目的 とす るコースで,9か 国,11名 が 参加 した。

② ラジオ放送技術 コース 〔第8回 〕(55.7.3～55.9.15)

ラジ オ送信 システム,FM,中 波 及び短波放送を含む音声放送技術全

般 についての最新 の技術 と知識を習得 させ ることを 目的 とす る コ ー ス

で,8か 国,8名 が 参加 した。

③ テ レビジ 。ン放送技術 コース 〔第18回 〕(55.7.3～55.10.6)

カ ラ ーテ レビジ ョン放送技術 の基礎知識及び テ レビジ ョン放送機器の

運用,保 守等 に関す る最新 の技術を習得 させ ることを 目的 とす る コース

で,13か 国,15名 が 参加 した。

④ 教育テ レビジ ョン放送番組 コース 〔第18回 〕(55、7.17～55.10.6)

教 育 テ レビジ ョン放送番組 に関す る映像効果,ア ニメー シ ョン技術,

番 組編成,番 組制作 の企画,演 出等 の知識 と技術 を習得 させ るこ とを 目

的 とす るコースで,11か 国,12名 が 参加 した。

⑤ 電波監視 コース 〔第7回 〕(55.8.7～55・10.2)

無 線 周波数の監 視に 関す る基礎知識 を習得 させ る とともに,我 が国の

監視機器の運用 と保守 に関す る最新 の知識 と技術 を習得 させ ることを 目

的 とす るコースで10か 国,11名 が参加 した。

⑥ 中近東テ レビジ ョン放送 管理 コース 〔第7回 〕(56.1.8～56,2.19)

中近 東地域の開発途上国におけるテ レビジ ョン放送事業の発展を図 る

た め,放 送法制,世 論調査,放 送番組,テ レビジ ョン放送技術の概要等

テ レビジ ョン放送の管理,運 営に携わ る中堅幹部職員 と して必要 な知識

及 び技術を習得 させ ることを 目的 とす るコースで,6か 国,7名 が 参加

した。

⑦ 放送幹部 セ ミナ 〔第10回 〕(55.11.10～55・1L23)

放送 行政 及び放送事業 に携わ る幹部職員を対象 と し,我 が国の放送 の

現状紹介 と併せ て放送事業運営上 の諸問題 につ いて討論 し,も って参加



第8章 国際機関及び国際協カ ー405一

国 の放送事 業の発展 に寄与す ることを 目的 とす るコースで,8か 国,8

名 が 参加 した。

〔個 別 研 修〕

55年 度にお いて個別 研修員 と して受け入れ た ものは38名 で,そ の 内 容

は,テ レビジ ョン放送技術6か 国23名,放 送一般3か 国8名,電 子工学1

か 国1名,視 聴覚技術1か 国5名,教 育テ レビ1か 国1名 である。

Cエ)第 三国研修の実施

第三国研修は,我 が国が特定の開発途上 国で協力 している プロジェク

トや技術訓練セ ンタに,類 似 の開発問題を有す る近隣諸国か ら研修員 を

受け入れて,開 発段階 に応 じた技 術の移転 を実施す る現地研修方式 であ

る。

55年 度は,前 年度 に引き続 いて メキ シコ,タ イ及び ケニアにおいて電

気通信分野 の研修を実施 した。

① メキ シコにおける第三国研修(伝 送無線技術 コース)〔 第5回 〕(56.

1.19～56.3.20)

メキ シコ通信運輸省所属の電気通信学 園 に お い て,伝 送無線技術,

PCM方 式,過 疎地電話方式,マ イ クロ波 回線設計,デ ータ通信,衛 星

通信,マ イ クロ波伝搬理論等の知 識及 び技術を習得 させるこ とを 目的 と

して実施 し,7か 国,20名 が 参加 した。

② タイにおける第三国研修(電 気通信技術 コース)〔 第4回 〕(56,1.14

～56.3.17)

タイ 政府 と合 同で モン クヅ ト王工科大学 にお いて,電 信,フ ァ クシ ミ

リ,電 話交換,伝 送 システム,線 路技術,コ ンピュータ,無 線通信,航

行援助,マ イ クロ波通信,テ レビジ ョン放送,衛 星通信,光 フ ァイバ通

信等の知識及び技術 を習得 させ ることを 目的 と して実施 し,10か 国,21

名 が 参加 した。

③ ヶ一アにおける第三国研修(マ イ クロ波通信 コース)〔 第2回 〕(56.

3.30～56.5.22)
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ケニア郵電公社附属中央訓練 学校 において,マ イ クロ波通信 に関す る

基礎知識及び技術を習得 させる ことを 目的 として実施 し,8か 国,23名

が 参加 した。

イ.専 門家 の派遣

専 門家 の派遣は,技 術協力 の一環 と して開発途 上国又は国際機 関 との条約

その他国際約束に基づ いて行われ るもので,研 修 員の受入れ と並んで技 術協

力の柱 となるもので ある。

我 が国郵政省 の場合,開 発途上国の通 信 ・放送 関係の主管庁,事 業 運 営

体,研 究機関,教 育訓練機 関な どへ専門家を派遣 し,通 信 ・放 送開発計画の

企 画 ・助 言,施 設 の建設,保 守 ・運用面の指導,職 員の訓練等を行 うことに

よ り開発途上 国の人材育成に貢献 してい る。

⑦ 郵便関係

2国 間 ベースに よるもの と しては,JICAベ ースに よ りアジア ・大洋

州地域へは郵便事業全般にわた る指導,訓 練 及び郵便機械 化訓練機 材据

付運用 のため タイへ3名,郵 便機械化区分セ ンタ建設 計画のため シンガ

ポールへ6名,中 南米地域へは郵便事業 改善 計画に協 力す るため,ヴ ェ

ネズ ェラへ2名 の専門家を派遣 した。 また,UPU国 際事 務局(在 スイ

ス)に53年 度 か ら引 き続 き,ア ソシエ ー ト ・エキスパ ー ト1名 を派 遣 し

ている。

なお,AOPU職 員 交換ベ ースに基づ き,55年 度 には,5か 国 に13名

の専門家 を派遣 した。

以上 の内訳は,第2-8-8表 の とお りであ る。

(イ)電 気通信関係

電気通信専門家 の派遣は,35年 度 か ら 開 始 さ れ,55年 度 末 ま で に

JICAベ ースに よる もの として,ア ジア ・大洋州地域へ288名,中 近東 ・

ア フ リカ地域へ176名,中 南米地域へ238名,国 際機 関等へ15名 派遣 し,

ま た,UNDP/ITUベ ー スに よ り241名,ESCAPベ ースに よ り2名,

APTベ ー スに よ り3名 派遣 してお り,計963名 の専 門家 を派遣 した。



第8章 国際機関及び国際協カ ー407一

第2-8-8表55年 度の郵便専門家派遣実績

1JICAベ ー ス

区 別 i人 則 任 務

ア ジ ア ・大 洋 州地 域

タ イ

シ ン ガ ポ ー ル

中 南 米 地 域

ヴ ェ ネ ズ エ ラ

計9名

1

2

6

計2名

2

郵便 ・業務訓練

郵便機械化訓練機材据付 ・運用

郵便機械化

郵便事業改善

2UNDP/UPUベ ー ス

区 別 1人 則 任 務

UPU国 際 事 務 局

計1名

1(注) 郵便業務一般

(注)ア ソ シ エ ー ト ーエ キ ス パ ー ト

3AOPU職 員 交換 ベース

区 別 人則 任 務

イ ン ド ネ シ ァ

韓 国

フfリ ピ ン

タ

中

イ

国

計13名

1

1

1

1

1

1

1

1

5

郵便事業における人事管理

郵便の運行管理

資材業務

会計監査制度

郵便監察の組織と役割

外国郵便業務

郵便関係の組織と要員管理

外国郵便業務

郵便業務全般

これ らの電気通信専門家は主 と して,電 話交換,マ イ クロウェーブ,

通 信網計画,電 話線路,電 話伝送,衛 星通信等 の分野において開発途上

国の技 術者 の育成及び電気通信開発 プロジェク トの円滑 な推進のために
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協力を行 ってい るが,近 年の傾 向 として電気通信網計画 の指導助言 を行

う政策顧問的な もの も増 加 している。

55年 度についてみる と,前 年度か らの継続 のものも含め て,JICAベ

ースに よるアジア ・大 洋州地域 へ29名
,中 近東 ・アフ リカ地域へ33名,

中 南米地域へ40名,国 際機 関等 へ2名,UNDP/ITUベ ースで5名,

APTベ ー スで2名,計111名 派 遣 した。

以上 の内訳 は第2-8-9表 の とお りであ る。

第2-8-9表

1JICAベ ー ス

55年度の電気通信専門家派遣実績

区 別 1人 則 任 務

ア ジ ア ・大 洋州 地 域

フ ィ リ ピ ン

イ ン ド ネ シ ア

タ イ

シ ン ガ ポ ー ル

フ イ ジ ー

ス リ ・ ラ ン カ

計29名

1

1

1

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

2

1

1

1

1

1

1

電気通信計画

電気通信システムエンジニア

電気通信保守

電話交換

電話線路

電話伝送

電話交換

トラピック管理

電気通信経済

電気通信顧客管理

電話伝送

市内中継線設備設計

市内加入者線設備設計

第三国研修実施協議

過疎地用電話(第 三国研修)

光通信(第 三国研修)

専門家派遣要請背景調査

専門家派遣要請背景調査

ディジタル交換

データ通信
マイクロウェーブ

専門家派遣要請背景調査
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区 別
1人 員 任 務

韓

中

国

国

中近 東 ・ア フ リカ地 域

ク ウ ェ イ ト

サ ウ デ ィ ・ア ラ ビ ア

ケ ア

タ ン ザ ー ア

ザ ン ビ ア

リ ベ リ ア

ス ー ダ ン

ス ワ ジ ラ ン ド

中 南 米 地 域

グ ア テ マ ラ

ブ ラ ジ ル

メ キ シ コ

1

2

計33名

2

1

1

1

1

!

3

1

i

l

l

l

2

3

1

1

1

1

1

1

1

1

3

1

1

計40名

1

2

1

1

1

2

2

ディジタル加入者線多重化方式

近代化通信網設計管理

電気通信網計画

トラピック管理

トラピック管理

電子交換機

コンピュータ・プログラミング

電話通信

電話交換

電気通信保全

電気通信計画

電子交換(第 三国研修)

電子交換機供与関係調査

電話線路

第三国研修実施協議

マイクロウェーブ(第 三国研修)

電話交換

衛星通信地球局保守運用

国際テレックス交換

電話網計画

マイクロリレー/VHF

多重無線中継

電話線路

電話交換

電気通信

電話交換機保守運用

電話交換

電話交換

電話線路

電話伝送

電話交換

テレリクス電信

過疎地用電話(う ち1名 は第三国研修)

衛星通信(〃)
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務

パ ナ

ベ ノレ

パ ラ グ

マ

ア イ

ボ リ ビ ア

エ ク ア ド ル

ホ ン ジ 凸 ラ ス

ド ミ ニ カ

ア ル ゼ ン テ ィ ン

国 際 機 関 等

APT(タ イ)

l

I

1

3

2

3

4

1

3

1

1

1

2

1

1

1

3

計2名

2

データ通信

搬送電話
マイクロウェーブ(第 三国研修)

専門家派遣要請背景調査

電話交換

電話線路

衛星通信

国際電話交換
マイクロウェーブ

電話網計画

電話伝送

電話網計画・交換

地方電気通信網計画

電気通信網計画

電話伝送

経営管理

専門家派遣要請背景調査

電気通信

2UNDP/ITUべ 一 ス

区 別 μ 則 任 務

ク ウ{イ ト

シ ン ガ ポ ー ル

ビ ル マ

計5名

1

1

1

1

1

電気通信計画

電信 ・テレックス教官

公衆データ通信

電話交換

無線中継

3APTベ ー ス一
APT(タ イ)

パ ン グ ラ デ シ"

計2名

1

1

APT事 務局次長

衛星通信システムコンサルタント
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㈲ 電波 ・放送関係

電波 ・放送関係の専 門家派遣は,電 気通信 関係 と同 じく35年 度か ら開

始 され,既 に19年 を経 ているが,そ の間,開 発途上国 の経済,社 会,文

化 の発展に大 き く貢献 してきた。

55年 度末現在における専門家派遣 実績 は,JICAベ ースに よ りアジア

・大洋州地域へ282名 ,中 近東 ・アフ リカ地域へ58名,中 南米地域へ66

名,国 際機関等へ12名 派遣 し,ま た,UNDP/ITUベ ー スに よ り6名,

ESCAPベ ー スに よ り4名,計428名 の 専門家を派遣 した。

これ らの専門家は主 として,開 発途上国の放送事業体及び放送主管庁

においてテ レビジ ョン放送制作技術,テ レビジョン放送番組制作及 び放

送 局の建設計画,運 用及び保守 につ いて指導,助 言,技 術者の育成等を

行 うもので あるが,最 近は,電 気通信分野 と同様 に計画分野におけ る政

策顧問的任務 も増加 しつつある。

55年 度については,前 年度か らの継続 分を含め て,JICAベ ー スによ

りアジア ・大洋州地域へ26名,中 近東 一アフ リカ地域へ5名,中 南米地

域へ7名,国 際機関等へ2名,ま た,ESCAPベ ー スに よ り2名,計42

名 の専 門家 を派遣 した。

以上 の内訳は,第2-8-10表 の とお りであ る。

第2-8-10表55年 度の電波 ・放送専門家派遣実績

1JICAベ ー ス

区 別
i人 員1 任 務

ア ジア ・大 洋 州 地 域

イ ン ド ネ シ ァ

マ レ イ シ ア

シ ン ガ ポ ー ル

計26名

1

1

1

1

1

1

1

1

放送管理

テレビスタジオ技術

テレビ送信技術

電波監視

周波数管理

電波監理

カラーテレビ放送技術

テレビスタジオセット
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フ ィ ジ ー

ス リ ・ラ ン カ

ビ ル マ

モ ル ア イ フ

韓 国

パ ン グ ラ デ シ ュ

タ イ

中近東 ・アフリカ地域

アラブ首 長 国連 邦

ジ ョ ル ダ ン

中南米地域

パ ナ マ

バ ラ グ ア イ

エ ク ア ド ル

ア ル ゼ ン テ ィ ン

国 際 機 関 等

ITU/IFRBセ ミ ナ

(ス イ ス)

ITU/無 線 通 信 セ ミナ

(パ プ ア ニ ュ ーギ ニア)

1

1

1

1

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

計5名

1

3

1

計7名

l

l

l

2

1

1

計2名

工

1

音声技術

有線テレビ放送

専門家派遣要請背景調査

ラジオ放送技術

電波監理

専門家派遣要請背景調査

テ レビ番組制作

美術デ ィレクター

テ レビ番組制作技術

テレビ運用技術

テレビ技術管理

テレビ放送機器保守運用

カラーテ レビ番組編成

カラーテ レビショウ番組制作

音響技術

空調技術

専門家派遣要請背景調査

VTR/テ レシネ

テレビ放送技術

放送機器供与関係調査

教育テレビ番組制作
テレビ放送技術

専門家派遣要請背景調査

カラーテレビ放送技術

電波監理

専門家派遣要請背景調査

周波数の管理及び利用

無線通信
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2ESCAPベ ー ス一
ESCAP(タ イ)

計2名

2 農業放送

ウ.開 発調査

⑦ 電気通信関係

この分野 の開発調 査は,37年 度 にボ リヴィアに対 して実施 した ものが

最初で あるが,そ の後漸次増加の傾 向にあ り,以 来55年 度 の10件(第2

-8-11表 参照)を 加え同年度末 までに77件 となってい る
。

これ らの調査 は,国 内電話網整備 計画,地 域電気通信網開発 計画,マ

イ クロウェーブ回線網建設計画,海 底 同軸 ケーブル敷設計画,衛 星通信

地球局建設計画等その分野は多岐にわ たってお り,こ れ らの計画に関 し

てそれぞれ,フ ィージ ビリテ ィ調査,基 本設計等 を行 った ものである。

第2-8-11表55年 度電気通信関係開発調査実績

調 査 名 瞬 鯛 人 員 概 要

フ ィ リ ピ ン

中部ルソン電気通信網

整備計画調査

イン ドネ シア

地方都市周辺電話網整

備計画調査

イン ドネ シァ

ジャカルタ首都圏電話

網整備拡充計画調査

70日

70日

120日

13名

12名

7名

54年 度に実施した事前調査の結果

を踏まえて,ル ソン島中部の電話 ・

テレックス交換機,マ イクロウェー

ブ,UHF網 等の整備計画について,

その経済的 ・技術的実施可能性を確

認するための調査

メダン,ウ ジュンパンダン2都 市

周辺の電気通信網整備計画について,

その経済的 ・技術的実施可能性を確

認するための調査

51年 度にJICA調 査団により作成

された長期計画を見直すとともに,

第3次 通信網拡充5か 年計画に対す

る局外設備増設計画を作成 し,さ ら

に中継線網とジャカルタ市内5局 の
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調 査 名

ミ ク ロ ネ シ ア,

マ ー シ ャ ル

経済 ・技術協力調査

エ ジ プ ト

アレキサ ンドリア電話

網整備計画事前調査

エ ジ プ ト

アレキサンドリア電話

網整備計画調査

ザ ン ビ ア

マイクロウェーブ回線

網建設計画事前調査

ザ ン ビ ア

マイクロウェーブ回線

網建設計画調査

パ ラ グ ア イ

電気通信 ・放送拡充基

本計画調査

派遣鯛 人 員1 概 要

16日

16日

27日

22日

31日

17日

1名

5名

7名

5名

6名

6名

加入者線路設備の基本設計を行うた

めの調査

ミクロネシア連邦,マ ーシャル諸

島における協力対象優良案件の発掘

と,当 面の経済 ・技術協力案件の実

施に関する協議のため派遣 された政

府 ミッションに電気通信関係者とし

て参加

アレキサンドリア市内の電話局を

結ぶ中継線網をマイクロウェーブ化

する計画について,本 格調査を行う

に先立ち,先 方政府と協議を行い,

本格調査の範囲,内 容及び実施方針

を確定するとともに,現 地通信事情

の調査,関 連情報の収集等を行 うた

めの調査

上記事前調査の結果を踏まえて,

本計画の経済的,技 術的実施可能性

を確認するためのフィージビリティ

調査

国内幹線マイクロウェーブ回線網

整備拡充計画について,本 格調査を

行 うに先立ち,先 方政府 と協議を行

い,本 格調査の範囲,内 容及び実施

方針を確定するとともに,現 地通信

事情の調査,関 連情報の収集等を行

うための調査

上記事前調査の結果を踏まえて,

本計画の経済的,技 術的実施可能性

を確認するためのフィージビリテ ィ

調査

電気通信・放送全般にわたる長期

的な開発計画の策定に関して先方政

府と協議を行い要請内容の確認を行
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パ ラ グ ア イ

電気通信 ・放送拡充基

本計画事前調査

17日 6名

う と と もに,現 地 の電 気 通 信 ・放 送

事情 を調 査 す る コ ンタ ク ト ・ミ ッシ

ョ ン

コンタクト・ミッションの結果を

踏まえて,本 格調査を行 うに先立ち,

先方政府 と協議を行い,本 格調査の

範囲,内 容及び実施方針を確定する

とともに,関 連情報の収集等を行う

ための調査

(注)1.イ ンドネシア ・ジャカルタ首都圏電話網整備拡充計画調査,エ ジプト・

アレキサンドリア電話網整備計画調査は,政 府の委託を受けて民間コンサ

ルタント会社が実施 した。

2,フ ィリピン・中部ルソン電気通信網整備計画調査,イ ンドネシア ・地方

都市周辺電話網整備計画調査,イ ンドネシア ・ジャカルタ首都圏電話網整

備拡充計画調査及び54年 度に実施した タイ ・バ ンコック市内線路網実施設

計調査については,そ れらの調査完了後,報 告書案説明のため,それぞれ,

20日 間5名,12日 間5名,12日 間3名,10日 間3名 を現地に派遣 した。

(イ)電 波 ・放送関係

電波 ・放送分野の開発調査は,41年 度に実施 したタイのテレビジョン

放送網建設計画調査が最初で,そ の後も多 くの調査団を派遣 し,55年 度

に実施 した5件(第2-8-12表 参照)を 加えると,55年 度末までに34

件 とな っている。

これ らの調査 は,ラ ジオ放送網整備計画,テ レビジ ョン放送 局建設計

画,沿 岸無線網拡充計画等につ いて,そ れ ぞれ,事 前調査,フ ィージ ビ

リティ調査,基 本設計,実 施設計等を行 った ものであ る。

第2-8-12表55年 度電波 ・放送関係開発調査実績

調 査 名 陣 鯛 人則 概 要

イン ドネ シア

海上無線通信網整備拡

充計画調査

21日 7名

海上無線通信網整備拡充計画のう

ち緊急に実施を必要とする部分につ

いて,そ の経済的,技 術的実施可能
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イン ドネ シア

ラジナ ・テレビジョン

放送訓練センタ建設計

画事前調査

マ レ イ シ ア

FM放 送網整備計画調

査

パ ングラデシュ

ラジオ放送会館建設計

画調査

パ ングラデシュ

ラジオ放送会館建設計

画実施設計調査

12日

46日

12日

31日

6名

12名

4名

6名

性を確認するとともに,長 期的対応

を必要とする部分については本格調

査を行 うに先立ち,先 方政府 と協議

を行い,本 格調査の範囲,内 容及び

実施方針を確定するとともに,現 地

通信事情の調査,関 連情報の収集等

を行 うための調査

ラジォ ・テレビジョン放送訓練セ

ンタの建設計画について,本 格調査

を行 うのに先立ち,先 方政府と協議

を行い,本 格調査の範囲,内 容等を

確定するとともに,関 連情報の収集

等を行 うための調査

54年 度に実施した事前調査の結果

を踏まえて,マ レー半島全域をカバ

ーするFM放 送網の建設及び中波放

送の難聴地域におけるFM放 送中継

局の建設計画について,そ の技術的,

経済的実施可能性を確認するための

フィージビリティ調査

53年 度に実施した基本設計調査の

アフタ・ヶアとして,我 が国の無償

資金協力による建設が可能となるよ

うな規模の縮小について先方政府 と

協議 して基本的合意を取 り付け,実

施設計調査に必要なガイ ドラインを

作成するための調査

上記調査の結果を踏まえて,ラ ジ

オ放送会館の建物,設 備について実

施設計を行 うための調査

(注)Lバ ングラデシュ・ラジオ放送会館建設計画実施設計調査は,政 府の委託

を受けて民間 コンサルタント会社が実施 した。

なお,本 件については調査の進ちょく状況のは握と効率的遂行のため,

作業管理の調査団を現地へ10日 間2名 を派遣した。

2.マ レーシァ ・FM放 送網整備拡充計画調査,バ ングラデシュ・ラジオ放
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送会館建設計画実施設計調査及び54年 度に実施 したネパール ・ラジオ放送

網拡充計画実施設計調査については,そ れらの調査完了後,報 告書案説明

のため,そ れぞれ,11日 間4名,12日 間5名,12日 間5名 を現地に派遣し

た。

土.海 外技術協 力セ ンタ

電気通信分野における海外技術協力セ ンタとして最初に開設 され たのは,1

タ イ電気通信訓練 セ ンタ(35年 開 設)で あるが,以 降,,パ キ ス タン電気通信

研究セ ンタ,メ キ シコ電気通信訓練セ ンタ,イ ラン電気通信研 究セ ンタが漸

次設立 され,後 にタイ ・モ ンクッ ト王工科大学に昇格 した タイ電気通信訓練

セ ンタを除いては,い ずれ も協力期間経過後 は,相 手国の 自主運営 に引 き継

がれた。

55年 度においては,前 年度か ら継 続 して協力を行 ってい るジ ョル ダン王立

科学院電子工学 サー ビス訓練 セソタ,タ イ ・モン クッ ト王工科 大学,パ キス

タン中央電気通信研究所及びペル ー電気通信訓練 センタへの協 力に加 えて,

55年 度 においては,日 本 ・シンガポ ール ソフ トウエ ア技術研修 セ ンタ,パ ナ

マ国営教育テ レビ放送 計画及び フィ リピン電気通信訓練セ ンタに対す る協力

が新たに開始 され ることにな った。55年 度 においてこれ ら七つのプ ロジ ェク

トに対 し派遣 され た調査団は5件23名,専 門家は34名,我 が国に受け入れた

カウンタパ ー トは14名,ま た,我 が国が供与 した機材総額は,5億5,700万

円であった。

現在協力中の各 セ ンタの概況は第2-8-13表 の とお りである。

第2-8-13表 現在協力中の技術協力センタ概況

… 名及び励 期剛 概 況

ジ ョル ダ ン王立 科 学 院

電 子工 学 サ ー ビス訓 練

セ ンタ

52,12.17～

56.12.16(4年)

ジョルダン国では経済の発展及び産業の近代化に伴

い電子機器の使用が広まってきてお り,そ の円滑な普

及を図るため,本 センタは,こ れらの電子機器に係る

保守,試 験及び標準校正のサービス業務を一元的に行

うとともに,関 連機関においてこれらの業務に従事す

る技術者の訓練を合わせて行 うことを目的 としている。
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セ・・名及び協力期剛 概 況

タ イ ・モ ン ク ッ ト王 工

科 大 学

53.12.12～

57.12,11(4年)

パ キ ス タ ン中 央 電 気 通

信 研 究 所

54.3.22～

59。3,21(5年)

。協力実績(55年 度分再掲)

調査団,専 門家の派遣30名(9名)

カウンタパートの受入れ7名(2名)

機材の供与2億9,600万 円(1億4,700万 円)

(注)上 記センタ協力ペースによる協力のほか,無

償資金協力ペースで建物建設のため10億 円の贈

与を行っている。

モンクット王工科大学は,我 が国の協力により35年

に電気通信訓練センタとして設立されて以来,継 続発

展し45年 に5年 制の国立大学に昇格 したもので,こ の

間,我 が国からのセンタ方式による技術協力を通 じて

充実,発 展してきた。

その後,さ らに,53年12月 か ら4年 間にわた りデー

タ処理工学,半 導体工学及び電力工学の3分 野でセン

タ方式による技術協力を行 うこととなった。

。協力実績(55年 度分再掲)

調査団,専 門家の派遣22名(8名)

カウンタパー トの受入れ11名(6名)

機材の供与2億7,900万 円(1億1,500万 円)

(注)上 記センタ協力ベースによる協力のほか,無

償資金協力ベースで建物建設及び研究機材のた

め約10億 円を贈与している。

本研究所は,我 が国の協力により38年に設立されて

以来,充 実,発 展してきたが,ハ リプールの電気通信

研究センタの老朽化に伴い,首 都イスラマパッドに新

たに中央電気通信研究所の設立に対する協力要請があ

り,数 次にわたる調査団派遣を経て,54年3月 から5

年間にわた り技術協力を行 うことになった。本研究所

は同国における唯一の電気通信分野の研究 ・開発を行

う電信電話総局所属の研究機関である。

。協力実績(55年 度分再掲)

調査団,専 門家の派遣36名(11名)

カウンタパートの受入れ4名(o)

機材の供与1億6,500万 円(1億2,000万 円)

(注)上 記センタ協力ベースによる協力のほか,無

償資金協力ベースで,建 物建設及び研究用機材

のために22億 円の贈与を行っている。
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ベ ル ー電 気 通 信 訓 練 セ

ン タ

54,Il,2～

57,11,1(3年)

パ ナ マ国 営 教 育 テ レビ

放 送 計 画

56.2.11～

61.2.10(5年)

日本 ● シ ン ガ ポ ー ル ソ

フ ト ウ エ ア 研 修 セ ン タ

55.12.18～

60.12.17(5年)

本センタは,ベ ルー国における電気通信(放 送を含

む。)技術老の養成を目的として48年 に設立され,我 が

国はこれに対 し51年以来専門家を派遣するなどして協

力してきたが,ベ ルー国は,本 センタの整備拡充を図

るため,我 が国に対 しセンタ協力方式の協力要請をし

てきた。これに対し我が国は54年11月 以降3年 間にわ

たり,技 術協力を行うことになった。

。協力実績(55年 度分再掲)

調査団,専 門家の派遣21名(7名)

カ ウンタパートの受入れ2名(2名)

機材の供与1億7,500万 円(1億7,500万 円)

パナマ政府は同国における教育の普及と人材の育成

を図るため,国 営教育テレビ放送体制を整備,拡 充す

る計画を策定 し,こ の計画に関して我が国の技術協力

を要請 してきた。

本計画の基本構想は,将 来的には全国をカパーする

国営教育テ レビ放送網の建設にあるが,当 面は,ま ず

現在のテレビ実験局(チ ャンネルll局)を 首都パナマ

市 とその周辺をカパーする本格的な放送局に整備 しよ

うとするものである。

我が国は,55年6月 に事前調査団(5名)を,ま た

56年1月 には実施協議チーム(5名)を 派遣し,そ の

結果番組制作,ス タジオ技術及び送信技術について56

年2月 以降5年 間にわたりセンタ協力方式による協力

を行 うことになった。

シンガポールでは,産 業構造の高度化に伴いコンピ

ュータの普及が目覚ましく,そ の ソフトウエア技術要

員の養成が急務となっている。このため同国は,情 報

技術分野における人材の育成を行 うため,コ ンピュー

タ・ソフ トウエア分野での技術協力を要請 してきた。

本研修センタは,シ ンガポールにおける将来のソフ

トウエア産業を担う人材を養成することを目的とする

ものである。

我が国は,こ れに対し55年2月 に事前調査団(6名)

を派遣して実情は握調査を行い,さ らに,同 年8月 に

は専門的見地から検討を加えるため短期専門家チーム
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… 名及び協燗 剛 概 況

フ ィ リピ ン電 気 通 信 訓

練 セ ン タ

56.4.2～

61.4.1(5年)

(5名)を 派遣した後同年12月 には実施協議チーム(6

名)を 派遣して,以 降5年 間にわた り協力を行ってい

くことになった。

フィリピン政府は,電 気通信網建設計画の一環とし

て,ル ソン島北部の電気通信網建設計画を遂行 してお

り,こ れが完成した際は,良 質でかつ大量の保守,運

用要員を必要とする。しかし,現 存の電気通信訓練所

は不十分な機材 と低水準の訓練内容で運営されてお り,

このままでは現状に対応できないことからこれを整備

拡充するために我が国に対 しセンタ協力方式による技

術協力を要請 してきた。

我が国は要請に応え,54年8月 に事前調査団(5名)

を派遣 して実情は握を行 うとともに,56年3月 には実

施協議チーム(5名)を 派遣 して,以 降5年 間にわた

り協力を行 うことになった。

(3)資 金 協 力

通信 ・放送分野における資金協力は,37年 度にパキスタンの電信電話施設

拡張計画に対 して供与 された円借款に始まるが,そ の後次第に対象プロジェ

クトも増え,そ の分野もマイクロウェーブ網建設,電 気通信網建設,衛 星地

球局建設,海 底同軸ケーブル建設,電 気通信 ・放送拡充基本計画の策定,放

送網建設,ラ ジオ ・テレビジョン放送訓練セ ンタ建 設,海 上無線通信網整

備,電 波監視網整備等多岐にわた り,供 与対象国もアジア地域はもとより,

中近東 ・アフリカ地域,中 南米地域に拡大 している。

55年度における円借款供与プロジェクト件数は,郵 便関係1件,電 気通信

関係5件,電 波関係1件,計7件(第2-8-14表 参照)で あ り,計275億 円

が供与された。55年 度末までの円借款供与プロジェクトは,55年 度の7件 を

加え88件 に達 している。

また,無 償資金協力として55年度はス リ・ランカの全国テレビジョン放送

網整備計画,ル ワンダの衛星通信地球局建設計画及び ピルマの電話網補修計

画に対 し,計31億 円の贈与が行われた。



第2-8-14表55年 度通信分野における円借款一覧表

交 換公 文
署名年月日

1980.4.2

1980.6.10

1980.6,20

1980.6.28

1980。8.5

1980.12.23

1980.12,23

供 与 先

タ ン ザ ニ ア

ド ミ ニ カ

フ ィ リ ピ ン

ジ ョ ル ダ ン

イ ン ド

イ ン ドネ シァ

〃

金 額

(百万円)

3,300

3,391

850

8,693

5,000

3,960

2,300

実施機関

海外経済

協力基金

み

"

〃

〃

〃

〃

年利
(%)

1.5

4,25

3.0

3,75

2.75

2.5

2.5

据置
期間
(年)

10

7

10

7

10

10

10

返済
期間
(年)

30

25

30

25

30

30

30

対 象 プ ロジ ェ ク ト

電気通信施設拡充

計画

地方電気通信網整

備計画

郵便施設拡充計画

諸都市電話交換機
・電話網拡充計画

電話通信網拡充計

画

ジャカルタ電話網

拡充計画

沿岸無線通信施設

整備計画

貸付契約
締 結 日

1980.5.14

1980。6.13

1980.6.20

1980.9,25

備 考

電話交換機の新増設と関

連マイクロ回線の建設

電話電報サービス網(交

換機,伝 送回線 端末機)

の整備

郵便処理機器及び集配用

車両の改善 ・拡充

電子交換機,市 内ケーブ

ル,市 外伝送路の建設

クロスバ交換機の設置

中継線のPCM化

中央情報センタ,送 ・受

信局の建設 ・改修

(注)「 返済期間」は,据 置期間を含んで期間である。

QO

圓

圖

1

お
ら

「
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第2-8-15表55年 度通信放送分野における無償資金協カー覧表

交換公文署名
年 月 日

1980.6,工8

1980.6.30

1981.1,22

供 与 先

ル ワ ン ダ

ス リ ・ ラ ン カ

ピ ル マ

金 額

(百万円)

1,350

1,700

35

対 象 プ ロジ ェ ク ト

衛 星通 信 地 球 局,

マ イ ク ロウ ェ ー

ブ網,国 際 電 話

・テ レ ヅ クス交

換 シ ステ ム建 設

計 画

全国テ レビジョ

ン放送網整備計

画

電話網補修計画

備 考

衛星通信地球

局並びにマイ

クロウェーブ

通信網,国 際

電話交換シス

テム及び国際

テ レックス交

換システムの

建設

テ レビジョン

の全国放送を

実現するため

の演奏所,送

信局,中 継局

の建設

電話網補修計

画に必要な補

修部品の供与

55年 度 末 までの無償 資金協力 プ ロジェク トは,55年 度3件(第2-8-15表

参 照)を 加え,16件 に 達 してい る。


